＜広島市の責務＞

　　電子メディアと青少年に関する対策は大きな政治課題となり、近年、出会い系サイト規制法などが次々と制定されているが、法の網をくぐって情報がはんらんし、取り締まりが及ばない面も多い。業界の自主規制も不十分であることは前述のとおりである。

　　このため、自治体レベルでも、その規制に乗り出す動きが強まってきた。既に福岡、鳥取、奈良、大阪、福島、東京などの都府県では、青少年健全育成条例の中に、電子メディアについての規制・指導などに関する規定を盛り込むなどの取り組みを進めている。

　　しかし、これらは、いずれも既存の条例を補強する形にとどまり、自主規制を求めるなどの大まかな規定の域を出ない。①広島県には青少年健全育成条例が既にあるが、広島市には同様の条例はない②県の条例には電子メディアに関わる規定が不十分である－などからも、広島市としては、「電子メディアと青少年」に的を絞った市条例の制定がふさわしいとの結論に至った。

　　市条例での広島市の責務の位置づけは、市民が一丸となった取り組みを支援、調整することとし、官民一体で推進する役割を基本とする。

○市は、インターネットなど電子メディアの情報のうち、法律や条例などで有害と認められる情報を、青少年に見せ、聞かせ、または読ませないよう、行政上の措置に努めなければならない（有害情報提供の防止）。

○市は、条例の目的を達成するため、市民各分野での活動を奨励、支援し、事業者の取り組みを促進させるような施策に努めなければならない（支援）。

○市は、条例の目的を達成するため、市民各界各層と連携し、各種の行事の開催、広報、情報提供など、積極的な施策の遂行に努めなければならない（施策）。

○市は、市民らの主体的な種々の活動を援助し、連携などを強めるため、保護者、教育機関等、市民（地域）、事業者と「広島市青少年・電子メディア対策推進会議」を設置する（官民連携）。

①意見交換の場づくり

②活動計画の策定

③各種事業の実施

④事業者との覚書交換

⑤トラブル処理

⑥貢献活動の表彰

⑦違法､条例違反など悪質な事業者の公表

⑧市への提言―など。

○市は、市民などからの申し立てを受けたり、法令、条例などに照らして必要と認められた場合、事業者、青少年、保護者、教育機関等、市民などに指導、改善勧告、告発、違法行為など悪質な事業者の公表など、行政上必要な措置を講じ、問題解決に努めなければならない（行政指導など）。

○市は、電子メディアに関する行政の推進と外部との連絡調整などを円滑に進めるため、市の組織に電子メディア対策の専門部署と総合窓口を新設する（体制の整備）。
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